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根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 技術調査課

上位政策

第３期科学技術基本計画（H18.3閣議決定）、国土交通省技術基
本計画（H20.4）、宇宙基本計画（H21.6宇宙開発戦略本部）、地理

空間情報活用推進基本計画（H20.4閣議決定）

課長　横山晴生大臣官房

一般会計

関係する計
画、通知等

・地理空間情報活用推進基本法（平成１９年法律第６３号）
第２１条
・宇宙基本法（平成２０年法律第４３号）　第１３条

事業番号 5

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成15年度

準天頂衛星による高精度測位補正に関する
技術開発

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

１．準天頂衛星にも対応した次世代電子基準点の仕様（案）に関する研究開発
２．中低速移動体（建設機械等）において、遮蔽物、障害物の多い山間部等で継続して位置特定できる技術の開発
３．電波が電離層や対流圏を通過する時に発生する誤差を補正するための情報を作成し、地上から準天頂衛星に補
正情報を送信し、補正情報をユーザに安定的に配信するための実証実験
４．準天頂衛星からの補正情報を用いて高精度な測量を実施するための実証実験

※本事業は、建設技術に関する重要な課題のうち、特に緊急性が高く、適用対象となる分野の広い課題を取り上げ、
行政部局が計画推進の主体となり産学官の連携により、総合的に、組織的に研究を実施する「総合技術開発プロジェ
クト」の１課題として実施。外部有識者による外部評価を活用した「事前評価」、「中間評価」を実施しており、事業終了
後には「事後評価」を実施。「総合科学技術会議」の「平成15年度科学技術関係施策優先順位づけ」（H14.11.11）におい
て「S（積極的に実施すべきもの）」判定を受けた。

準天頂衛星システムを使って測量を実施するための補正技術の開発やその技術基準（マニュアル）の作成を目指し、
準天頂衛星システムにより、現状のGPS衛星では都市部や山間部等で電波が遮られる地域においても、ビルや山陰等
の影響を受けない高精度な測量サービスを享受できる環境を実現し、新たなビジネス機会の創出に資する。

本事業（技術開発）は、平成15年度から平成22年度の８ヵ年で行う。
研究計画に従い、平成19年度までに準天頂衛星に対応した次世代電子基準点の仕様（案）の作成、中低速移動体の
走行管理手法の構築、GPSデータを使用した補正情報生成システムの開発等を行った。平成20年度からは、準天頂衛
星を模した静止衛星を使用して、衛星からの補正情報を配信した試行的な精度検証を実施し、また、衛星測位に含ま
れる誤差の補正情報等を受信し、準天頂衛星に送信する追跡管制・測位データ送受信局の整備を進めた。
平成21年度は静止衛星による地形・天候条件を考慮した実証実験を踏まえた精度検証を行った。
最終年度（平成22年度）は、研究計画に基づき、準天頂衛星実機を使用して補正情報を配信し、精度検証等を行い、測
量作業マニュアル案の作成を目指す。

実施状況

【予算科目】
・091　技術研究開発推進費

・13　 科学技術振興費 （２１年度予算額） （２１年度決算見込額）
・13054-2129-06　技術研究開発謝金 百万円 百万円
・13054-2122-08　技術研究開発調査旅費 百万円 百万円
・13054-2122-08　技術研究開発委員等旅費 百万円 百万円
・13054-2123-09　技術研究開発調査費 百万円 百万円
・13054-2125-14　技術研究開発委託費 百万円 百万円

※四捨五入しているため 合計値があわない場合がある
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・支出先については、価格競争や企画競争により競争性の確保に努めており、今後も競争性の確保に努める。
・業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ検討項目、調査対象範囲等について十分検討を行い、効率的な執行
に努めているところではあるが、簡易な調査等について別途業務として一般競争入札の採用を検討するなど、より一層
の効率化に努めるものとする。
・なお、平成２２年度で本事業は終了予定。

・示達先及び本省において執行している。
・「準天頂衛星追跡管制・測位データ送受信局」の整備・運用は、平成２０年４月に閣議決定された「地理空間情報活用
推進基本計画」に基づき担当することとされている（独）宇宙航空研究開発機構（JAXA）と契約し、JAXAと共同で実施し
ている。
・上記の整備・運用は、「測位データ送信局」の整備場所で職員により完成検査を実施している。
・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合せや完了時に行う検査により業務の実施状況及び成果を
把握している。
・業務の主たる部分に係る再委託は禁止し、主たる部分以外の再委託については、軽微なものを除き、再委託承諾申
請を求めており、支出先・使途を確認している。
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【事業廃止】
一定の成果が得られる見込みであることから本事業は廃止する。

0.2 0.1
2

19年度 20年度 23年度要求

201

執行率 99.6%

―202

執行額

予算額(補正後） 202202

予算の状況
（単位:百万円）

支出先・
使途の把
握水準・
状況

22年度21年度

202

99.6% 99.8%

120 120

1
0.03 0.004

80 80

※四捨五入しているため、合計値があわない場合がある。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

国土交通省 
２０２百万円 

国土地理院 
８２百万円 

Ａ．民間企業等（２社） 
８０百万円 

Ｂ．（独）宇宙航空研究開発機構 
１２０百万円 

Ｃ．日本電気（株） 
１２０百万円 

機器製作・社内検査・現地

工事 

準天頂衛星追跡管制システ

ムの送受信設備の整備等 

【示達】 

【随意契約】 

【企画競争等】 

【外部委託】 

総合技術開発プロジェクトの 
計画主体 

謝金、委員等旅費、調査旅費 
１百万円 

準天頂衛星を用いた高精度

測位補正技術の技術基準等

の原案検討に必要な調査・

分析方法の企画・立案、及

び調査結果に基づく技術基

準等の原案検討 

技術基準等の原案検討に必

要なデータ収集や整理、シス

テム構築等の実施 

て補足する)
(単位:百万円)

国土交通省 
２０２百万円 

国土地理院 
８２百万円 

Ａ．民間企業等（２社） 
８０百万円 

Ｂ．（独）宇宙航空研究開発機構 
１２０百万円 

Ｃ．日本電気（株） 
１２０百万円 

機器製作・社内検査・現地

工事 

準天頂衛星追跡管制システ

ムの送受信設備の整備等 

【示達】 

【随意契約】 

【企画競争等】 

【外部委託】 

総合技術開発プロジェクトの 
計画主体 

謝金、委員等旅費、調査旅費 
１百万円 

準天頂衛星を用いた高精度

測位補正技術の技術基準等

の原案検討に必要な調査・

分析方法の企画・立案、及

び調査結果に基づく技術基

準等の原案検討 

技術基準等の原案検討に必

要なデータ収集や整理、シス

テム構築等の実施 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に 計 120 計 0

B.（独）宇宙航空研究開発機構 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0

外部委託

日本電気（株）
準天頂衛星追跡管制・測位データ
送受信局に係る機器製作、検査、
現地工事、機能試験

計計

120

65

1

15

機械損料

交通費 5

その他 通信運搬費

人件費
技術基準等の原案検討に必要な
データ収集や整理、システム構築
等

44

A.(株)パスコ中央省庁営業部 E.

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

計 0 計 0

120 計

金　額
(百万円）

費　目

D. H.

計

使　途
金　額

(百万円）

0

費　目 使　途

消費税 6

れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計

C.日本電気（株）

その他

費　目 使　途
金　額

(百万円）

準天頂衛星追跡管制・測位データ
送受信局の整備

120 計

整備費

G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

114

0



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）

1
(株)パスコ中央省
庁営業部

65

2
日本ＧＰＳソリュー
ションズ株式会社

15

3

4

5

6

7

8

9

10

A.民間企業（２社）　８０百万円


